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①本市の最上位計画である長期総合計画及びその個別計画である水道事業基本計画の計画期間と連

携し、一体的に計画推進を図るため、水道事業経営戦略の計画期間を 2年間延長して令和11年

度を令和13年度まで延長しました。 

②次期経営戦略は、水道事業基本計画と一体的な策定を検討しています。 

③経営戦略は、国のガイドラインに基づき、後期期間中に中間見直しを行います。 

 本市では、塩竈市長期総合計画の個別計画に位置づけ、国の新水道ビジョンと宮城県水道ビジョ

ンと連携した「塩竈市水道事業基本計画」を令和3年度に策定するとともに、水道事業が将来にわ

たって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画である「塩竈市水道事業経営

戦略」を令和6年度に改定しています。  

１．計画の体系・計画期間 

（１）計画の位置づけ 

（２）計画期間 
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２．事業実績 

（１）給水人口 

 〇水需要の推移（単位；㎥ /日） 

（２）水需要 

 令和 6年度の給水人口は、57,551人となり、前年度と比較して、364人、0.63％減少しました。 

経営戦略の計画値と比較した場合、令和6年度までは実績値が上回ってはいますが、少子高齢化により、自

然動態の減少に歯止めがかからない状況から、今後も減少傾向が継続するものと見込んでいます。 

 令和6年度の１日当たりの平均有収水量16,419㎥（5,993,032㎥/年）で、計画水量は達成しましたが、前年

度の16,435㎥（6,015,174㎥/年）と比較して16㎥（22,142㎥/年）、0.37％減少しました。平成30年度との比較

では、実績ベースで、1,132㎥（6.7％）の減となり、年間では412,667㎥減少しており、給水人口の減少傾向

が継続すると見込まれることから、水需要についても同様に減少するものと見込んでいます。 

〇給水人口の推移（単位；人） 

区分 
年度 

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 

計画 

(A) 

計 18,552 18,444 18,336 18,210 18,084 17,959 16,034 

一般 13,504 13,421 13,337 13,233 13,128 13,023 11,184 

業務用 
5,048 5,023 4,999 4,977 4,956 4,936 

3,242 

生産用水 1,608 

実績 

(B) 

計 17,551 17,098 17,343 16,879 16,666 16,435 16,419 

一般 13,472 12,263 12,358 11,983 11,812 11,563 11,568  

業務用 2,567 3,360 3,492 3,361 3,308 3,266 3,242  

生産用水 1,512 1,475 1,493 1,535 1,546 1,606 1,609 

差 

(B-A) 

計 △1,001 △1,346 △993 △1,331 △1,418 △1,524 385 

一般 △32 △1,158 △979 △1,250 △1,316 △1,460 384  

業務用 
△969 △188 △14 △81 △102 △64 

0  

生産用水 1 
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（３）料金収入 

 〇水道料金収入の推移（税抜・千円） 

 

 水道料金収益は、平成30年度を100とした場合、平均1.2％減少しており、令和6年度実績は平成30年度

と比較して、金額で100,278千円減少しています。 

 特にφ13mmの一般住宅用の減少と、φ40mm～50mmの業務用の区分における減少幅が大きくなってお

り、人口減少や本市基幹産業である水産業の東日本大震災から続く窮状が反映されたものとなりまし

た。 

（４）有効率・有収率 

 〇配水量分析比較表 

 有収率は、令和3年及び令和4年に発生した福島県沖地震に起因する漏水の影響等により、令和4年度に

は81.16％まで落ち込んでいましたが、令和6年度までに漏水箇所の復旧を行い、87.39％まで回復してい

ます。 

 

種別 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

13mm 188,098 179,622 174,539 169,342 163,945 155,374 151,129 

20mm 754,557 754,591 763,057 767,647 766,870 752,890 756,647 

25mm 102,010 98,313 96,458 94,698 91,453 92,401 91,627 

40mm 121,655 118,475 107,272 101,484 98,247 93,033 96,893 

50mm 107,429 100,814 91,265 85,547 83,843 84,840 84,542 

75mm 36,641 34,545 32,274 34,046 34,031 34,155 29,923 

100mm 16,199 16,825 16,907 16,836 16,729 16,995 17,323 

公衆浴場 33 33 30 25 26 26 21 

船舶用 7,584 7,601 7,964 7,532 7,223 7,486 6,973 

臨時用 5,019 128 208 16 653 112 118 

生産用水 57,917 56,671 57,201 58,811 59,227 61,717 61,667 

収益計 1,397,141 1,367,619 1,347,175 1,335,985 1,322,248 1,299,029 1,296,863 

計画値 1,397,000 1,365,000 1,353,000 1,338,000 1,325,000 1,314,000 1,304,000 

区分 単位 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

配水量 ㎥ 7,435,638 7,257,260 7,265,715 7,387,471 7,495,454 7,340,098 6,857,533 

有効水量 ㎥ 6,717,722 6,577,975 6,644,592 6,456,490 6,384,547 6,310,337 6,227,469 

  有効率 ％ 90.34 90.64 91.45 87.4 85.18 85.97 90.81 

  有収水量 ㎥ 6,405,699 6,257,600 6,330,107 6,160,934 6,082,961 6,015,174 5,993,032 

  有収率 ％ 86.15 86.23 87.12 83.4 81.16 81.95 87.39 

  無収水量 ㎥ 312,023 320,375 314,485 295,556 301,586 295,163 234,437 

  無収率 ％ 4.2 4.41 4.33 4 4.02 4.02 3.42 

無効水量 ㎥ 717,916 679,285 621,123 930,981 1,110,907 1,029,761 630,064 

  無効率 ％ 9.66 9.36 8.55 12.6 14.82 14.03 9.19 
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（５）事業費用 

科目 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

収
入 

料金収入 1,347,175 1,336,125 1,322,248 1,299,029 1,296,863 

加入金 24,275 31,780 33,610 33,080 36,480 

一般会計補助金 37,563 1,972 1,725 1,829 1,551 

受託工事収益 4,486 5,254 1,410 1,618 1,412 

手数料・雑収益等 159,355 176,080 162,134 173,503 171,677 

長期前受金戻入 76,445 92,596 80,701 81,307 83,671 

固定資産売却益  0  0  5,268  3,933  0  

合計   1,649,299 1,643,807 1,607,096 1,594,299 1,591,654 

長期前受金戻入以外計 1,572,854 1,551,211 1,526,395 1,512,992 1,507,983 

支
出 

人件費 219,980 229,261 233,974 227,520 237,839 

 
 

基本給 107,251 114,781 116,752 112,019 119,111 

 
  

 

手当・法定福利費  112,729  114,480  117,222  115,501  118,728  

退職手当組合負担金 27,403 24,085 21,470 19,705 19,954 

維持管理費 265,672 261,639 277,514 309,335 340,213 

 
 

漏水防止工事費 24,143 29,897 36,325 39,252 27,990 

 
 

保存工事費 46,443 34,341 45,520 20,987 40,572 

 
 
 
 

負担金・委託料等  174,761  180,638  176,714  228,878  248,521  

 
  

 
メーター交換費  20,325  16,763  18,955  20,218  23,130  

受水費 156,158 155,701 155,712 155,788 152,181 

薬品費 156 52 95 10,856 11,272 

動力費 7,093 7,367 8,642 8,309 8,508 

一般管理費 123,328 109,972 129,394 117,820 114,558 

減価償却費 383,274 391,696 483,203 484,860 501,029 

支払利息 68,614 63,245 59,185 54,795 50,941 

受託工事費 6,366 6,415 4,163 4,584 4,551 

その他（災害復旧等） 23,208 65,712 119 388 396 

合計 1,281,252 1,315,145 1,373,471 1,393,960 1,441,442 

 ①収益的収支（税抜・千円） 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

当年度純利益 291,602 236,066 152,924 119,032 66,541 
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（５）事業費用 

科目 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

収
入 

企業債 597,000 754,200 201,300 233,000 225,700 

補助金 89,653 186,780 24,503 41,801 37,383 

一般会計負担金 9,231 8,257 1,054 6,810 6,793 

一般会計出資金 0 0 0 13,221 14,600 

開発負担金 0 2,337 6,751 6,707 528 

工事負担金 17,986 23,864 23,244 9,182 3,856 

固定資産売却代金 0 0 115 5 0 

その他 0 0 0 0 0 

合計 713,870 975,438 256,967 310,726 288,860 

 ②資本的収支（税込・千円） 

支
出 

建設改良費 1,107,794 1,163,620 318,870 394,279 329,022 

 
 

水道改良費 58,511 98,453 57,345 95,403 48,336 

 
 

配水管整備事業 93,722 100,752 151,017 147,872 148,226 

 
 

老朽管更新事業 86,747 78,876 110,508 151,004 132,460 

 
 

災害復旧事業費 187,055 81,267 0 0 0 

 
 

施設整備費 0 0 0 0 0 

 
 

排水処理施設等更新事業 681,759 804,272 0 0 0 

 
 

共同浄水場建設負担金 0 0 0 0 0 

 
 

単独送水管整備事業 0 0 0 0 0 

企業債償還金 318,251 358,111 401,714 397,310 379,653 

その他 0 0 0 0 0 

合計 1,426,045 1,521,731 720,584 791,589 708,675 

  令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

資本的収入額が資本的

支出額に不足する額 
△712,175 △546,293 △463,617 △480,863 △419,815 

項目 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

当年度純利益 291,602 236,066 152,924 119,032 66,541 

資本的収支不足額 △712,175 △546,293 △463,617 △480,863 △419,815 

損益勘定留保資金 327,694 363,455 402,502 403,553 417,105 

減価償却費 380,024 388,812 481,867 484,284 498,984 

資産減耗費 3,250 2,884 1,336 576 1,792 

その他 20,864 64,355 0 0 0 

長期前受金戻入 △76,444 △92,596 △80,701 △81,307 △83,671 

単年度現金収支 △4,639 87,132 119,528 75,338 92,229 

内部留保資金 1,760,512 1,881,874 1,914,270 1,989,608 2,081,837 

 ③補填財源の状況（税抜・千円） 



9 

 

（６）経営・財務状況 

 令和6年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、有収水量の減少に伴う

給水収益の減収及び水管橋・配水池塗装工事などに伴う費用の増加により前年度比 3.71 ポイント減となり

ましたが 104.56％で、健全経営の水準である 100％を上回っています。一方、料金水準の妥当性を示す料

金回収率は、前年度比3.58 ポイント減の 97.59％となりました。これは建設改良工事の増に伴い減価償却費

が大きく増加したことが要因です。償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前

年度比 1.63ポイント増の 51.92％となり、法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率

は、前年度比 3.34 ポイント増の 43.44％となりました。また、当該年度に更新した管路延長の割合を示す

管路更新率は、前年度比 0.03 ポイント減の 0.28％と減少しております。これは、老朽化した大口径の基幹

管路の更新を優先的に実施しているためであり、年間の更新延長が伸びなかったためです。 今後とも、

「安全」「強靭」のために計画的な施設更新に努めるとともに、健全な経営状況を「持続」します。  

①経常収支比率は、給水収益の減少及び

維持管理費及び減価償却費等の増に伴い

3.71ポイント減少しましたが、健全経営

の水準である100％を上回っています。し

かし、給水収益の減少が継続し、かつ、

R3年度に竣工した電気計装設備の減価償

却費の増も継続することから、収支の動

向に注視が必要です。 

※経営の健全性を表す指標 

（経常収益／経常費用）×100 

⑤料金回収率は給水に要する費用を水道

料金で賄っている水準の100％を下回り

ました。これは、施設の維持管理費（配

水池塗装等）及び減価償却費の増による

もので、薬品費や動力費などの浄水処理

量に比例して増加する費用ではありませ

ん。しかし、運営費用の縮減も困難な局

面を迎えており供給差益が縮小する状況

となっています。 

※給水に係る費用がどの程度給水収益で

賄えているかを表す指標 

（供給単価／給水原価）×100 

令和6年度決算(見込み)から見る経営状況 

■ 塩竈市水道事業(当該値) 

－ 類似団体平均値(平均値) 

※類似団体…末端給水事業･5万人以上 

      10万人未満 
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（６）経営・財務状況 

⑥給水原価は、有収水量の減少及び経常

費用の増加により8.28ポイント増加して

います。費用増加は令和3年度までの大

規模な建設改良工事の減価償却費が主な

原因です。また、施設の老朽化が進んで

いることに伴い修繕等の維持管理費用も

増加傾向にあります。 

 

※給水に係る費用の単価を表す指標 

（給水に係る費用／有収水量）×100 

⑧有収率は、漏水修理工事の成果により

5.44ポイント増加と大きく向上しまし

た。大きな漏水箇所の修理があったため

ですが、海抜の低い地域などでは漏水調

査が困難な状況が続いていることから、

新たな方策を検討して費用や資源の節減

に努める必要があります。 

 

※水道施設の効率性や収益性を表す指標 

（有収水量／配水量）×100 
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（６）経営・財務状況 

①有形固定資産減価償却率は、類似

団体平均値を下回ったものの数値は

上昇しています。これは減価償却累

計額が増加していることを表し、施

設の更新が老朽化の進行に追い付い

ていない状況となっています。 

※有形固定資産の減価償却がどの程

度進んでいるかを表す指標 

（減価償却累計額／帳簿原価）×

100 

②管路経年化率は、類似団体平均値

を大きく上回っています。これは法

定耐用年数を超過した管路延長の割

合を示すもので、管路更新が老朽化

に対し不足しており老朽化が進んで

いる状況です。そのために、漏水箇

所に対する修繕で対応している状況

となっています。 

※法定耐用年数を超えた管路の割合

を表す指標 

（耐用年数超過管路延長／管路総延

長）×100 

③管路更新率は令和4年から3年間、

類似団体平均値を下回っています。

これは令和3年度までは東日本大震

災からの復旧のために水道管の布設

替え延長が増加していたことと、令

和4年からは大口径の基幹管路の更

新を優先的に実施しており更新延長

が伸びなかったことによるもので

す。 

※当該年度に更新した管路延長の割

合を表す指標 

（当該年度に更新した延長／管路総

延長）×100 
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３．水道事業基本計画の取組状況 

 安全・安心な水道水を、いつでも安定して供給すること

により、生活環境の向上や産業の振興など、地域とともに

歩む水道事業を目指していきます。 

  

基 
 

本 
 

目 
 

標 
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（１）基本目標１「安全で安心な水の供給」 

 ①水質管理体制の充実 

取組 目標 取組状況 評価 

水安全計画の推進 安全基準の見直しな

ど、毎年度更新を検討

する。 

令和6年12月に一部見直し 

Ａ 

水質管理計画の公表 ホームページで、内容を毎年度

ローリングし公表 Ａ 
推進検査計画に基づく

水質管理の徹底  

検査結果の公表 ホームページで、基準項目検査結

果を公表（四半期ごと） Ａ 

実施事業評価は、A～Eの５段階で評価します。  

A評価 ⇒ 順調に進捗している （目標値の100％以上） 

B評価 ⇒ おおむね順調に進捗している（目標値の80％～99％）   

C評価 ⇒ やや遅れている （目標値の50％～79％）   

D評価 ⇒ 遅れている （目標値の30％～49％）   

E評価 ⇒ ほとんど進捗していない （目標値の30％未満）  

〇事業評価基準 

 ②水道の安全対策 

取組 目標 取組状況 評価 

直結式給水の普及促進

及び貯水槽式水道の適

正管理 

直結給水の新規・変更

申請件数 

（2件/年以上） 

給水装置工事の申請段階での指

導・助言を実施。（R6申請2件） Ａ 

※鉛製給水管切替件数 配・給水管更新に合わせて実施 

（R6切替 60件） Ｃ 
鉛製給水管対策 

漏水防止対策 有効率（93％以上） 漏水の早期発見・早期修繕及び老

朽化の更新（R6 90.81%） Ｂ 

※有効率（93％以上） 定期的、計画的な点検を行い、維

持管理修繕による安全な水の給水

に努める。（R6 90.81%） 

Ｂ 

水道施設の適切な維持

管理 
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 ③水質保全への取組 

取組 目標 取組状況 評価 

水源地の清掃活動への

参加（２回/年以上） 

大倉ダム清掃 1回 

七ヶ宿ダム清掃 1回 
Ｂ 

水源・水質の確保  

水質保全の啓蒙活動 市民まつりへの参加しPR活動 

水道週間コンクールの開催と作品

の実施 

独自広報誌の活用（年2回発行） 

Ｂ 

（２）基本目標２「災害に強い強靭な水道」 

取組 目標 取組状況 評価 

梅の宮浄水場の更新 仙台市との共同事業に

係る進捗率管理 

令和４年年度に整備計画、令和５

年４月に協定を締結し、現在共同

浄水場基本計画の策定及び単独送

水管整備基本計画を策定した。 

Ｂ 

老朽化施設の改良・更

新 

第７次配水管整備及び

第２次老朽管更新事業

の計画路線整備率 

左記事業計画はともに令和７年度

が最終年度になっている 

（R6までの整備率；91.6%） 

Ｂ 

 ①水道施設の改良・更新 

 ②水道施設の耐震化 

取組 目標 取組状況 評価 

水道施設耐震化計画の

推進 

水道施設耐震化計画に

基づく耐震化の推進 

 

水道施設耐震化調査の実施を検討

するがこれまで未実施 Ｄ 

重要水道管路の耐震化

整備 

重要管路耐震化率

64.8％以上（令和8年

度） 

「重要水道管路」の優先的な耐震

強化の推進（R6 64.50%） Ｂ 
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 ③危機管理体制の充実 

取組 目標 取組状況 評価 

応急給水体制の強化及

び周知 

指定避難所職員を対象とした仮設

水槽組み立て訓練の実施 Ｂ 

応急給水・復旧体制の

充実  

他水道事業体や市民団

体との合同訓練の実施 

日水協による通信訓練及び給水応

援訓練への参加 Ｂ 

日本水道協会を介した

相互応援体制の充実

と、応急復旧用資機材

の整備 

日水協を介した他事業体も含めた

応急復旧資機材の備蓄状況を共有 
Ｂ 

災害対策・危機管理マ

ニュアルの改定 

改訂版マニュアルの作

成（令和６年度） 

現在検討中。改定時期未定。 
Ｄ 

災害訓練の実施 他水道事業体や市民団

体との合同訓練の実施 

日水協による情報伝達訓練及び給

水応援訓練への参加 Ｂ 

広域的なパックアップ

体制の強化 

日水協による広域訓練

への参加及び近隣市町

との連携強化 

日水協の広域通報訓練及び、給水

車による給水訓練に参加。 

塩釜地区水道事業連絡協議会にお

ける情報供給や共同事業の検討 

Ｂ 
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 ①効率的な事業運営と財政基盤の強化 

取組 目標 取組状況 評価 

塩竈市水道事業経営戦

略の推進 

令和７年度までに見直

し 

令和７年３月改定 

上下水道経営審議会設置条例制定 Ａ 

アセットマネジメント

（資産管理）推進 

経営戦略の見直しに合

わせて更新 

国交省が提供する簡易アセットを

更新したが、早期に詳細型（タイ

プ４Ｄ）の策定に取り組む必要が

ある。 

Ｃ 

広域化・広域連携の推

進 

事業基盤の強化に資す

る広域的な連携方策に

ついての検討 

共同浄水場の整備及び、料金徴収

業務委託等の共同発注の検討 Ｂ 

事業基盤の強化に資す

る広域的な連携方策に

ついての検討 

県主催の広域連携推進会議や、近

隣市町による協議会に積極的に参

加。料金徴収関連業務委託の共同

発注等について協議会で専門部会

を設置し検討が始まった。 

Ｃ 

官民連携方策の検討 

財政収支見通しの把握 経常収支率100％以上を

維持する 

令和6年度決算見込みで104.56％

と前年度から3.71ポイント低下 Ａ 

料金のあり方の検討 中長期的な収支見通し

に基づく定期的な適正

料金の検討 

令和7年度中に試算結果公表を目

指す。 Ｂ 

施設規模、再編の検討 水需要の実績や将来予測に応じた

施設規模、各施設の統廃合の検討 Ｃ 
施設規模の適正化及び

施設再編の検討 

（３）基本目標３「持続可能な経営基盤の強化」 

 ②人材の育成と技術の継承 

取組 目標 取組状況 評価 

バランスの取れた年齢

構成の職員配置と適正

な人員確保 

本庁部局との人事交流 

本庁同等の年齢構成 

定期異動時に本庁との人事交流及

び、定数管理上の職員数の確保は

できているが、平均年齢は年々上

昇している 

Ｃ 

計画的な職員研修の実

施 

ＯＪＴの充実 

計画的な人材育成 

外部研修の計画的な受講及び、実

践的なスキル向上のための職場内 Ｂ 



17 

 

 ③お客様の利便性向上 

 ④環境保全・新技術導入などの推進 

取組 目標 取組状況 評価 

独自広報「SCOOP」の発

行（年1回以上） 

令和6年度は2回発行 

水道事業の黎明期から現代に至る

歴史や、現在の取組と課題などを

特集し、水道事業への市民の理解

度向上を図った。 

Ａ 

広報機能の充実  

SNSによる緊急情報の周

知 

漏水や濁水の情報に加え、冬季の

凍結注意喚起などにLINEを活用し

た。 

Ｂ 

ホームページの充実 掲載内容を整理したが、更新は令

和7年度に実施予定 
Ｃ 

広聴機能の充実 市民アンケートの実施 市民まつりに参加し水道事業のPR

と「利き水」などの体験コーナー

を実施。112人。からアンケート

の回答を得た 

Ｂ 

取組 目標 取組状況 評価 

省エネルギー対策 配水量1㎥ あたりの消費

エネルギー（毎年

0.25MJ/㎥ 以下） 

水道施設の省エネルギー化の推進 

令和６年度 0.25MJ/㎥  Ａ 

新技術導入の検討 新技術等の導入に関す

る検討（会議や説明会

等への積極的な参加） 

水道情報システム標準プラット

フォーム導入の検討。スマート

メーター等導入効果等の検討 

Ｃ 

建設副産物等のリサイ

クル率向上 

浄水発生汚泥の有効率

及び建設副産物のリサ

イクル率（100%維持） 

浄水発生汚泥及び建設副産物の再

利用の継続（R6実績；100%維持） Ａ 
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４．施設整備実績 

 （１）保存工事（収益的収支） 

  ①原水及び浄水費 

  ②配水及び給水費 

  ③漏水対策費 

（２）建設改良事業（資本的収支） 

 １）水道改良工事 
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 ２）第２次老朽管更新事業 

 ３）第７次配水管整備事業 

 主な改良工事として、花立町地内で口径100mm、延長12.5ｍの配水管移設工事を施工しました。

また、水道工事において水の供給を止めずに給水管を取り付けるための工具として、電動式不断

水穿孔機を購入しました。なお、令和5年度から7年度までの仙台市との共同浄水場関連施設基本

設計に係る負担金が発生しています。  

本事業は、国の生活基盤施設耐震化等補助金を活用し、ライフラインの強化と管路の耐震化を

目的に、令和元年度から令和7年度までの年次計画で給水区域内の布設後40年以上経過した送配

水管の布設替えを行い、安定供給を図る事業です。 

 本年度は、清水沢１路線で口径600㎜、延長305.4ｍの送水管布設替工事を行いました。 

本事業は、ライフラインの強化と濁水発生箇所の解消及び有収率の向上と重要路線の耐震化

を目的に、水道の安定供給を図るものです。実施期間は令和元年度から令和7年度までの7か年

計画とし、給水区域内の布設後40年以上経過した配水管の布設替えを実施する事業です。 

本年度は、泉沢町、錦町、芦畔町、中の島の4路線で口径50～150mm、総延長650.3ｍの配水

管布設工事を行いました。また、栄町地内で舗装復旧工事を行いました。 
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５．令和６年度決算見込み 

 （１）決算見込みの概要 

 収益的収支による当年度純利益は、66,541千円（税抜）が見込まれ、令和５年度決算の119,032

千円から52,490千円減（△44.1%）と半減しました。利益剰余金としては、20,561,450千円を確保

できました。この内訳は、通常の企業活動資金として600,000千円を運用するとともに、減債積立

金として756,150千円、建設改良積立金として700,000千円を確保しています。耐用年数を迎えた

梅の宮浄水場の老朽化対策に係る費用を確保するためには、更なる積み立てが必要になり、人口

減少が継続する状況の下、料金収入の減収が見込まれるます。更なる費用削減が難しいことか

ら、水道事業を継続するための財政運営はますます厳しくなるものと見込んでいます。 

 給水原価が供給

単価を上回り、水道

料金で給水に係る費

用を賄えない決算と

なりましたが、電気

計装類等の更新に係

る減価償却費の増加

が主な要因です。 
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（２）収益的収支の概要 

 水道事業収益については約15億800万円(税抜)で、前年度と比べて約500万円、0.33％の減収で

す。主となる水道料金収入については、約13億円となり、例年の減収幅1,000万円から2,500万円

と比べて大きく改善しました。 

 一般家庭用口径の水道使用料については、減少しておりますが、主に商店や加工場等で使用す

る口径の水道使用料については増加傾向となりました。 

 水道事業費用は約14億4,100万円(税抜)で、前年度と比べて約4,700万円、3.37％の増加です。

主な理由としては単独送水管に係る業務委託で約1,200万の増加と人件費増による約1,100万の増

加等です。 

 その結果、当期の純利益は約6,700万円となり、前年比44.1％縮小しました。 

区     分 決 算 額（税込み） （税抜き） 

収 
 

入 

第１款 水道事業収益 1,648,499,268 1,507,983,467 

 第１項  営業収益 
1,537,972,724 

（うち仮受消費税 139,349,630円） 
1,398,623,094 

 第２項  営業外収益 
109,620,712 

（うち仮受消費税  1,126,499円） 

108,494,213 

  第３項  特別利益 
905,832 

（うち仮受消費税    39,672円） 

866,160 

支 
 

出 
第１款 水道事業費用 1,553,827,767 1,441,441,884  

 第１項  営業費用 
1,450,778,176 

（うち仮払消費税  61,900,889円）  
1,388,877,287    

 第２項  営業外費用 
102,996,996 

（うち仮払消費税    122,794円）  
52,512,002    

 第３項  特別損失 52,595 52,595  

  第４項  予備費 0 0  

（単位；円） 
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（３）資本的収支の概要 

 資本的収支は施設や水道管の建設および更新に必要な財源と経費にあたるものです。 

 資本的収入は約2億8,900万円で、前年度と比べて約2,100万円、6.77％の減となりました。資本

的支出は約7億900万円で、前年度と比べて約8,200万円、10.37％の減となりました。 

 費用が縮小した主な理由としては、国道工事による水道管の移設工事が減少したことと、大規

模に資本投下した平成初期の企業債償還が減少したこと等が主な要因です。 

 結果として資本的収支における収入不足額は、4約億2,000万円となりました。この不足額につ

いては、純利益や減価償却費といった損益勘定留保資金で補てんします。 

区              分 決  算  額 備     考 

収 
 

入 

第１款 資本的収入 288,860,515   

  第１項 企業債 225,700,000   

  第２項 負担金 10,649,515   

  第３項 出資金 14,600,000   

  第４項 補助金 37,383,000   

  第５項 開発負担金 528,000 （うち仮受消費税   48,000円） 

  第６項 固定資産売却代金 0   

支 
 

出 

第１款 資本的支出 708,675,359   

  第１項 水道改良費 48,336,600 （うち仮払消費税 4,382,018円）     

  第２項 第７次配水管整備事業費 148,225,700 （うち仮払消費税 12,702,100円）     

  第３項 第２次老朽管更新事業費 132,459,600 （うち仮払消費税  11,361,000円）     

  第４項 災害復旧事業費     

  第４項 企業債償還金 379,653,459   

  第５項 予備費 0   

（単位；円,税込） 
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【参考資料】 

１．財務諸表 

 （１）損益計算書 
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 （２）貸借対照表 
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 （２）貸借対照表 
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 （３）キャッシュフロー計算書 
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２．建設改良財源明細書 

３．収益的収入および支出の状況 
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４．経営分析比較表（暫定） 

（１）経営の健全性・効率性 

③流動比率は100％以上を維持しており、短期的な債務に対する支払能力は確保しています。 

④企業債残高対給水収益比率は、11.26ポイント減少していますが、類似団体より高い水準となっています。

今後も建設改良費の増加が見込まれるため、将来負担を考慮し適切な投資を行う必要があります。 

①経常収支比率は、給水収益の減少及び維持管理等の費用増に伴い3.71ポイント減少しましたが、健全経営

の水準である100％を上回っています。しかし給水収益の減少が継続していることから、収支の動向に注視が

必要です。 

②累積欠損金は発生しておらず、健全な経営状態を維持しています。 

 経営の健全性・効率性の経営指標が示すとおり、現時点では概ね良好な状況となっております。 

 しかし、地方債残高対給水収益比率が類似団体より高いことや、料金回収率が低下してきていること

からも、健全な経営の継続について楽観できる状況ではありません。老朽化の状況については、管路更

新率が低い値で推移しており、有形固定資産減価償却率や管路経年化率が上昇傾向にあることから、必

要な更新投資が不足しています。 

 今後も水需要の減少による給水収益の減収や、老朽化した水道施設更新にかかる費用が増加する厳し

い経営状況が見込まれることから、引き続き「塩竈市水道事業基本計画」及び「塩竈市水道事業経営戦

略」等に基づき、計画的かつ効率的な水道事業の経営に努めるとともに施設規模の適正化を検討しま

す。 

企業債残高 454,845,937

給水収益 1,296,863,016

R2 R3 R4 R5 R6

当該値 124.94 124.07 110.74 108.27 104.56

平均値 110.91 111.49 109.09 109.05
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⑤料金回収率は給水に要する費用を水道料金で賄っている水準の100％を下回りました。これは、施設の

維持管理費（配水池塗装等）及び減価償却費の増によるもので、薬品費や動力費などの浄水処理するほど

増加する費用ではありません。しかし、運営費用の縮減も困難な局面を迎えており供給差益が縮小するこ

とは賄えない状況となっています。 

⑥給水原価は、有収水量の減少及び経常費用の増加により8.28ポイント増加しています。費用増加は令和

3年度までの大規模な建設改良工事の減価償却費が主な原因です。また、施設の老朽化が進んでいること

に伴い修繕等の維持管理費用も増加傾向にあります。 

⑦施設利用率は類似団体平均値を上回っていますが、給水人口減少及び水需要減少の動向を踏まえ、施設

の再配置や規模適正化の検討が必要となります。 

⑧有収率は、漏水修理工事の成果により5.44ポイント増加と大きく向上しました。令和3年度に発生した

地震の影響により、類似団体平均値を下回っていましたが、漏水調査及び修理工事に注力し改善を図りま

した。しかし、海抜の低い地域などでは漏水調査が困難な状況が続いていることから、新たな方策を検討

して費用や資源の節減に努める必要があります。 
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①有形固定資産減価償却率

は、類似団体平均値を下回っ

たものの数値は上昇していま

す。これは減価償却累計額が

増加していることを表し、施

設の更新が老朽化の進行に追

い付いていない状況となって

います。 

②管路経年化率は、類似団体

平均値を大きく上回っていま

す。これは法定耐用年数を超

過した管路延長の割合を示す

もので、路線ごとの管路更新

が老朽化に対し不足してお

り、老朽化が進んでいる状況

といえます。そのために、漏

水箇所に対し、修繕で対応し

ている状況となっています。 

③管路経年化率は、類似団体

平均値を大きく上回っていま

す。これは法定耐用年数を超

過した管路延長の割合を示す

もので、路線ごとの管路更新

が老朽化に対し不足してお

り、老朽化が進んでいる状況

といえます。そのために、漏

水箇所に対し、修繕で対応し

ている状況となっています。 

（２）老朽化の状況 


